
愛知県田原市 

●発表日：平成 28 年（2016 年）8 月 25 日 

 

平成２８年田原市議会第３回定例会提出議案について 

 

平成２８年田原市議会第３回定例会を招集し、次の議案を提出します。 

 なお、議案が必要な方は、お手数ですが総務課総務係までお越しください。 

 

平成２８年田原市議会第３回定例会提出議案 

 
１ 告示 平成２８年８月１９日（金） 
 
２ 議会 平成２８年９月１日（木）～２３日（金） 
 

３ 議案数  １７件 

 人事   ２件 

条例   ３件（新設２件、一部改正１件） 

単行   ２件 

予算   ２件（補正予算２件） 

決算   ８件 

 

※詳細は別紙のとおり 

 （担当）総務課総務係 川口 電話（0531）23－3506 

 

資料№1-1 



１ 

平成２８年田原市議会第３回定例会提出議案等 

告示 平成２８年８月１９日  議会 平成２８年９月１日 

議案 

番号 
議 案 名 担当課 備        考 

67 

教育委員会委員の任命

について 

人事課  地方教育行政の組織及び運営に関する法律第

4条第2項の規定により、教育委員会委員の任命

について議会の同意を求めるもの。 

 住  所  田原市西神戸町清水9番地5 

 氏  名  金 田 真 也 

 生年月日  昭和46年6月13日 

68 

教育委員会委員の任命

について 

人事課  地方教育行政の組織及び運営に関する法律第

4条第2項の規定により、教育委員会委員の任命

について議会の同意を求めるもの。 

 住  所  田原市田原町殿町6番地 

 氏  名  山 本 明 子 

 生年月日  昭和29年10月2日 

69 

田原市谷ノ口公園の設

置及び管理に関する条

例について 

街づくり推

進課 

平成29年4月1日から供用開始する田原市谷

ノ口公園について、地方自治法第244条の2の規

定に基づき、設置及び管理に関する条例を制定す

るもの。 

施行期日は、平成29年4月1日。 

70 

田原市崋山会館の設置

及び管理に関する条例

について 

文化財課  崋山会館を行政財産化し、地方自治法第 244

条の2の規定に基づき、設置及び管理に関する条

例を制定するもの。 

 施行期日は、平成29年4月1日。 

71 

田原市池ノ原会館の設

置及び管理に関する条

例の一部を改正する条

例について 

文化財課 地方自治法第 244 条の 2 第 3 項の規定に基づ

き、指定管理者制度による管理とするため、必要

な事項を定めるもの。 

施行期日は、平成29年4月1日。 

72 

東三河広域連合規約の

変更について 

企画課 地方自治法第291条の3第1項の規定により東

三河広域連合規約を変更するため、同法第 291

条の11の規定により議会の議決を求めるもの。 

施行期日は、平成28年11月1日。 

73 

田原市コミュニティバ

ス運行車両購入契約に

ついて 

街づくり推

進課 

田原市議会の議決に付すべき契約及び財産の

取得又は処分に関する条例第3条の規定により、

議会の議決を求めるもの。 

契約の相手先 田原市田原町柳町6番地 

       愛知海運産業株式会社 

       代表取締役 山田 俊郎 

契約金額 41,040,000円 

74 

平成 28 年度田原市一

般会計補正予算（第 2

号） 

財政課 歳入歳出予算補正 

補正前  29,746,815千円 

補正額   481,316千円 

補正後 30,228,131千円 

繰越明許費   

6款 農林水産業費 1事業 39,000千円 
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２ 

  

75 

平成 28 年度田原市介

護保険特別会計補正予

算（第1号） 

高齢福祉課 歳入歳出予算補正 

補正前 4,739,496千円 

補正額   63,446千円 

補正後  4,802,942千円 

76 

平成27年度田原市一

般会計歳入歳出決算認

定について 

財政課 地方自治法第233条第3項の規定に基づき議会

の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入32,979,818,976円 

歳出30,523,693,660円 

77 

平成 27 年度田原市国

民健康保険特別会計歳

入歳出決算認定につい

て 

保険年金課 地方自治法第233条第3項の規定に基づき議会

の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入9,310,641,422円 

      歳出9,159,456,289円 

78 

平成27年度田原市公

共下水道事業特別会計

歳入歳出決算認定につ

いて 

下水道課 地方自治法第233条第3項の規定に基づき議会

の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入1,943,017,844円 

      歳出1,893,147,715円 

79 

平成 27 年度田原市農

業集落排水事業特別会

計歳入歳出決算認定に

ついて 

下水道課 地方自治法第233条第3項の規定に基づき議会

の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入1,129,476,226円 

      歳出1,043,264,434円 

80 

平成27年度田原市田

原福祉専門学校特別会

計歳入歳出決算認定に

ついて 

田原福祉専

門学校 

地方自治法第233条第3項の規定に基づき議会

の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入119,556,184円 

      歳出119,359,424円 

81 

平成27年度田原市介

護保険特別会計歳入歳

出決算認定について 

高齢福祉課 地方自治法第233条第3項の規定に基づき議会

の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入4,606,759,655円 

      歳出4,456,828,652円 

82 

平成 27 年度田原市後

期高齢者医療特別会計

歳入歳出決算認定につ

いて 

保険年金課 地方自治法第233条第3項の規定に基づき議会

の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入651,995,537円 

      歳出650,278,982円 

83 

平成 27 年度田原市水

道事業会計利益の処分

及び決算認定について 

水道課 利益処分について、地方公営企業法第 32条第

2項の規定により議会の議決に付すもの。また、

同法第30条第4項の規定に基づき決算を議会の

認定に付するもの。 

収益的収入及び支出 収入 1,391,170,568円 

          支出 1,289,775,914円 

資本的収入及び支出 収入    33,947,831円 

         支出   363,294,924円 



３ 

報告 

番号 件   名 担当課 備        考 

10 

地方公共団体の財政の

健全化に関する法律に

基づく健全化判断比率

について 

財政課 地方公共団体の財政の健全化に関する法律

第3条第1項の規定により、報告するもの。 

 実質赤字比率、連結実質赤字比率：なし 

 実質公債費比率 7.7％ 将来負担比率 な

し 

11 

地方公共団体の財政の

健全化に関する法律に

基づく資金不足比率に

ついて 

財政課 地方公共団体の財政の健全化に関する法律

第22条第1項の規定により、報告するもの。 

資金不足比率：なし 

12 

損害賠償の額の決定及

び和解について 

維持管理課 地方自治法第180条第2項の規定により、損

害賠償の額の決定と和解についての専決処分

の内容について報告するもの。 

平成 28年 6月 8日に市道梵木下南線（古田

町長洲田地内）において、道路舗装面の陥没に

より、通行車両のタイヤを損傷させた事故につ

いて。 

専決処分日 平成28年6月28日 

損害賠償の額 21,600円 

地方自治法第180条第2項の規定により、損

害賠償の額の決定と和解についての専決処分

の内容について報告するもの。 

平成28年6月29日に市道大坪後申３号線（神

戸町後申地内）において、横断側溝の鉄蓋が跳

ね上がり、通行車両の後部バンパーを損傷させ

た事故について。 

専決処分日 平成28年8月9日 

損害賠償の額 66,860円 

教育総務課 地方自治法第180条第2項の規定により、損

害賠償の額の決定と和解についての専決処分

の内容について報告するもの。 

平成28年6月19日の田原市立東部中学校部

活動中に車両を損傷させた事故について。 

専決処分日 平成28年7月25日 

損害賠償の額 51,775円 

消防課 地方自治法第180条第2項の規定により、損

害賠償の額の決定と和解についての専決処分

の内容について報告するもの。 

平成 28年 6月 1日、愛知県厚生農業協同組

合連合会渥美病院内において、救急救命士の就

業前病院実習中、ＰＨＳを損傷させた事故につ

いて。 

専決処分日 平成28年7月22日 

損害賠償の額 15,120円 

 

  



４ 

議案数 17件 

人事案件 2件 

条例 3件 

新設 2件 

一部改正 1件 

単行 2件 

予算 2件 
補正予算 2件 

決算 8件 

報告 3件 



 平成２８年度９月補正予算（案）について                H28.8.25 

 

１． 一般会計補正予算（第２号）（案）の概要 

○ふるさと応援寄附金の申出者増加に伴い、返礼品等の経費を増額する。 

○防犯対策として、小中学校へ監視カメラを整備する。 

 
【総括表】                            （単位：千円） 

区 分 補正前の額 補 正 額 補正後の額 

歳入・歳出 ２９，７４６，８１５ ４８１，３１６ ３０，２２８，１３１ 
 

【歳出】                                 （単位：千円）     

補正額 主な内訳 

４８１，３１６ 
（１４課２９事業） 

ふるさと応援寄附金返礼業務 

地域福祉基金積立 

小中学校監視カメラ整備工事 

道路新設改良 

中央公園整備 

16,627 

39,117 

20,334 

65,000 

50,036 
 

【歳入】                                           （単位：千円） 

補正額 主な内訳 

４８１，３１６ 

ふるさと応援寄附金 

社会福祉費寄附金 

前年度繰越金 

30,000 

39,117 

393,059 
 

【繰越明許費】                            （単位：千円） 

款 項 事業名 金額 

6 農林水産業費 1 農業費 土地改良施設整備事業 39,000 
 

２. 特別会計の補正 

特別会計名 補正額（千円） 主な内容 

介護保険 ６３，４４６ 

平成 27 年度の介護給付費等の確定・精算による国庫支出金

等の返還金 

【歳入】 前年度繰越金     63,446千円 

【歳出】 支払基金負担金返還金  2,464千円 

国庫支出金返還金   40,104千円 

県費支出金返還金   20,878千円 
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平成２８年８月２５日  

資料№1-4





〔 平成２７年度の財政運営 〕 



平成２７年度の財政運営 

〔 〕内の数値は、対前年度比の増減率、増減額 

１ 一般会計の決算 

歳入総額は３２９億８千万円〔2.3％、7.5 億円〕、歳出総額は３０５億２千４百万円

〔0.4％、1.1 億円〕となりました。この結果、繰越事業に充当される財源を除く実質収

支額は２２億８千７百万円〔42.2％、6.8 億円〕の黒字となりました。

歳入においては、市税は１７９億２百万円〔△5.6％、△10.6 億円〕で、そのうち法

人市民税は５４億９千２百万円〔△13.0％、△8.2 億円〕となりました。 

地方交付税は、３４億２千９百万円〔△10.5％、△4.0 億円〕で、普通交付税の合併

算定替縮減等により減少となりました。 

国庫支出金は、２４億４千２百万円〔14.9％、3.2 億円〕で、社会保障・税番号制度

システム整備費補助金や認定こども園移行に係る保育所緊急整備事業補助金等により

増加となりました。 

県支出金は、１８億８千１百万円〔22.7％、3.5 億円〕で、園芸農産物振興・農産物

流通対策事業補助金や農地・水・環境保全向上対策に係る多面的機能支払交付金等によ

り増加となりました。 

地方消費税交付金は、１３億１千７百万円〔65.2％、5.2 億円〕で、地方消費税全体

の額が増加したため市町村に交付される金額も増加となりました。 

市債は、１１億９千４百万円〔189.8％、7.8 億円〕で、昨年度は発行しなかった臨時

財政対策債を発行したことにより大幅な増加となりました。 

繰入金は、７億１千７百万円〔52.3％、2.5 億円〕で、事業実施のために財政調整基

金からの繰り入れを行ったため増加となりました。 

その他（使用料、繰越金、諸収入等）は、４０億９千８百万円〔△0.03％、△0.01 億

円〕となりました。 

なお、分担金及び負担金と使用料及び手数料の大幅な増減については、昨年度まで負

担金で計上していた保育料を、使用料への計上に変更したことによるものです。 

一方、歳出においては、民生費は７８億９千８百万円〔△3.5％、△2.9 億円〕で、稲

場保育園整備事業の完了や臨時福祉給付金支給事業の減少等により減少となりました。 

土木費は３９億５千７百万円〔12.5％、4.4 億円〕で、福江地区まちづくり事業等に

より増加となりました。 

総務費は３８億６千４百万円〔△31.8％、△18.2 億円〕で、財政調整基金への積立金

や土地開発基金への繰出金の減少等により大幅な減少となりました。 

教育費は３４億６千４百万円〔19.4％、5.6 億円〕で、小中学校・市民館の非構造部

材等耐震改修工事や営繕工事を始めとする整備事業等により大幅な増加となりました。 

公債費は３２億８千２百万円〔△4.3％、△1.5 億円〕で、過去に借り入れた高金利の



市債の償還終了等により減少し、平成２７年度末の市債残高は、２１３億５千万円〔△

8.0％、△18.6 億円〕となりました。 

農林水産業費は２８億１千１百万円〔81.0％、12.6 億円〕で、園芸農産物振興・農産

物流通対策事業補助金や農地・水・環境保全向上対策のための多面的機能支払交付金等

により大幅な増加となりました。 

消防費は１８億５百万円〔12.9％、2.1 億円〕で、消防車両整備事業等により増加と

なりました。 

その他（議会費、衛生費、商工費等）は、３４億４千４百万円〔△3.4％、△1.2 億円〕

となりました。 

一般会計に田原福祉専門学校特別会計を加えた普通会計の性質別では、人件費・扶助

費・公債費の「義務的経費」は１２７億５千５百万円〔△0.6％、△0.7 億円〕、物件費・

補助費等・繰出金・積立金等の「その他経費」は１１６億２千２百万円〔△8.0％、△

10.1 億円〕、普通建設事業費等の「投資的経費」は６１億８千７百万円〔23.6％、11.8

億円〕となりました。 

普通建設事業は、学校・市民館等の営繕・耐震改修、公園整備、農道舗装借入金繰上

償還、消防車両整備等を始めとする、リーマンショック以降繰り延べてきた整備事業に

対応したため大幅な増加となりました。 

２ 特別会計の決算 

国民健康保険、公共下水道事業、農業集落排水事業、田原福祉専門学校、介護保険、

及び後期高齢者医療の６特別会計の歳入決算額は１７７億６千１百万円〔12.9％、20.3

億円〕、歳出決算額は１７３億２千２百万円〔14.8％、22.3 億円〕となりました。 

歳出について増減額の大きなものをみると、国民健康保険特別会計は９１億５千９百

万円〔19.9％、15.2 億円〕で、共同事業拠出金や療養給付費等により増加となりました。 

介護保険特別会計は４４億５千７百万円〔9.2％、3.8 億円〕で、地域密着型サービス

給付費等により増加となりました。

公共下水道事業特別会計は１８億９千３百万円〔21.7％、3.4 億円〕で、田原処理区、

渥美処理区の汚水処理施設整備費等により増加となりました。



平成２７年度一般会計・特別会計・企業会計決算の概要 

一般会計

１ 決算規模 

歳入総額  ３２９億７，９８２万円 （前年度比２.３％）
前年度 ３２２億３，４０５万円

歳出総額  ３０５億２，３６９万円 （前年度比０.４％）
前年度 ３０４億１，６９８万円

＊表示単位未満四捨五入

歳入総額は３２９億７，９８２万円で、前年度に比べ７億４，５７７万円、２.３％の増加
となりました。

歳出総額は３０５億２，３６９万円で、前年度に比べ１億６７１万円、０.４％の増加とな
りました。

この結果、繰越事業に充当される財源１億６，８９３万円を除く実質収支額は２２億８，

７２０万円となりました。

〔単位：千円、％〕

区 分 ２７年度 ２６年度 増減額 増減率 ２５年度  

歳入総額 ３２,９７９,８１９ ３２,２３４,０５４ ７４５,７６５ ２.３ ３１,６１３,９３８ 

歳出総額 ３０,５２３,６９４ ３０,４１６,９７８ １０６,７１６ ０.４ ２９,１８６,２１４ 

歳入歳出差引 ２,４５６,１２５ １,８１７,０７６ ６３９，０４９ ３５.２ ２,４２７,７２４ 

翌年度へ繰り越すべ

き財源 
１６８,９２７ ２０８,１３１ △３９，２０４ △１８.８ １１４,０１１ 

実質収支額 ２,２８７,１９８ １,６０８,９４５ ６７８，２５３ ４２.２ ２,３１３,７１３ 

２ 歳入決算の特徴  

（１）市税 

歳入の大半を占める市税は、１７９億２百万円、前年度に比べ１０億６千２百万円、５．

６％の減少となりました。減少の主な要因は法人市民税で、前年度に比べ８億１千９百万

円、１３．０％の減少となりました。

（２）地方交付税 

地方交付税は、３４億２千９百万円で、普通交付税において 26年度から合併算定替の
縮減が開始されたことなどの要因により、前年度に比べ４億４百万円、１０．５％の減少

となりました。 

（３）国庫支出金 

国庫支出金は、２４億４千２百万円で、認定こども園整備に係る保育所緊急整備事業補

助金や、福江地区まちづくり事業等に係る社会資本整備総合交付金等の増加により、前年

度に比べ３億１千７百万円、１４．９％の増加となりました。 

（４）県支出金 

県支出金は、１８億８千１百万円で、前年度に比べ３億４千８百万円、２２．７％の増

加となりました。ＪＡ愛知みなみの集荷場建設に対する補助金である、園芸農産物振興・

農産物流通対策事業補助金の４億６千４百万円の増加が主な要因となっています。 

（５）繰入金 

   繰入金は、７億１千７百万円で、前年度に比べ２億４千６百万円、５２．３％の増加と



なりました。大規模事業推進基金からの繰入れが４億４千２百万円減少（皆減）したもの

の、財源不足を補うため、財政調整基金から６億８千５百万円の繰入れ（皆増）を行いま

した。 

（６）市債 

市債は、臨時財政対策債を５億５千万円発行した（皆増）ほか、福江地区まちづくり事

業や消防車両整備事業等の大型事業に対する借入れにより、総額１１億９千４百万円、前

年度比７億８千２百万円、１８９．８％の大幅な増加となりました。

３ 歳出決算の特徴（主な事業）                               決算額 
（対前年度伸び率） 

（１）総務費 

財政調整基金・大規模事業推進基金積立

コミュニティ施設等整備支援（集会所等施設整備補助）

渥美支所庁舎維持管理（事務室移設改修工事など）

８億３千３百万円

（72.1％減）
６千３百万円

（193.4％増）
１億８千１百万円

（650.9%増）
（２）民生費 

子ども医療給付

田原福祉専門学校整備（空調・照明・外壁等改修工事）

２億３千４百万円

（1.3%減）
１億４千８百万円

（3935.1%増）
子ども・子育て支援（認定こども園整備補助など） １億２千２百万円

（皆増）

（３）衛生費

成人検診（健康応援健診、各種がん検診など） １億３千３百万円

(14.4%増) 
ごみ収集 ２億７千１百万円

（5.3%増）
海岸ごみ流出防止 ３千５百万円

(皆増) 
（４）農林水産業費 

農業経営活性化（ＪＡ愛知みなみ集荷場整備補助） 4億６千４百万円
（皆増）

農村振興総合整備（笠山農村公園防災整備） ６千１百万円

（209.0%増）
森林整備促進（ウッドチップ路整備など) ７千７百万円

（365.2%増）
（５）商工費 

立地誘導・活動支援（企業立地奨励金など） ２億８千９百万円

（161.6％減）
商業団体支援（プレミアム付商品券、カード共通化支援など） １億９百万円

（137.2％増）
（６）土木費 

 道路整備（道路改良・交通安全施設整備など） ６億２千万円

（13.2%増）
福江地区まちづくり（福江公園用地取得・整備など） ２億９千５百万円

（2637.2%増）
市営住宅管理（外壁・浴室改修工事など） ２億２百万円

（89.6％増）



（７）消防費 

消防車両整備（消防署・消防団） ２億６百万円

（138.6%増）
消防団施設整備（消防団詰所・車庫整備） ８千８百万円

（70.5%増）
防火水槽整備 １億６百万円

（17.7％増）
防災情報通信施設設備等整備（防災行政無線など） ７千５百万円

（4.8％減）
（８）教育費 

小中学校管理運営（非構造部材等耐震改修工事など） ６億５百万円

（156.7％増）
市民館運営（非構造部材等耐震改修工事など） １億５千７百万円

（229.5%増）
 滝頭公園スポーツ施設運営（野球場スコアボード整備など） ６千万円

（427.4％増）

特別会計

国民健康保険、公共下水道事業、農業集落排水事業、田原福祉専門学校、介護保険及び後期高

齢者医療の６特別会計の決算総額は次のとおりです。

歳入決算額は１７７億６，１４５万円で、前年度に比べ２０億２，５１７万円の増加となりま

した。歳出決算額は１７３億２，２３４万円で、前年度に比べ２２億２，８０３万円の増加とな

りました。

（単位：千円、％）

会 計 

決   算   額 

歳  入 歳  出 

２７年度 ２６年度 増減率 ２７年度 ２６年度 増減率 

国民健康保険 9,310,641 7,906,316 17.8 9,159,456 7,637,453 19.9 

公共下水道事業  1,943,018 1,594,433 21.9 1,893,148 1,555,114 21.7 

農業集落排水事業 1,129,476 1,115,810 1.2 1,043,264 1,057,895 △1.4 

田原福祉専門学校 119,556 106,731 12.0 119,359 106,730 11.8 

介護保険 4,606,760 4,351,801 5.9 4,456,829 4,081,561 9.2 

後期高齢者医療 651,996 661,189 △1.4 650,279 655,555 △0.8 

計 17,761,447 15,736,280 12.9 17,322,335 15,094,308 14.8 

◆一般会計及び特別会計の決算規模（水道事業会計を除く） 

  歳入総額  ５０７億４,１２７万円（前年度比5.8％） 
          ２６年度決算歳入総額 ４７９億７,０３３万円 

  歳出総額  ４７８億４,６０３万円（前年度比5.1％） 
          ２６年度決算歳出総額 ４５５億１,１２９万円 



企業会計

 水道事業会計 

                消費税等込み（単位：千円、％） 

区分 ２７年度 ２６年度 増減額 増減率 

収益的収入 1,391,171 1,455,460 △64,289 △4.4 

収益的支出 1,289,776 1,386,136 △96,360 △7.0 

差引 101,395 69,324 32,071 46.3 

資本的収入 33,948 36,062 △2,114 △5.9 

資本的支出 363,295 481,167 △117,872 △24.5 

差引 △329,347 △445,105 115,758 26.0 

健全化判断比率及び資金不足比率

  （単位：％）

区分 ２７年度 ２６年度 早期健全化基準（注） 財政再生基準 

実質赤字比率 ― ― １２．３９ ２０．００ 

連結実質赤字比率 ― ― １７．３９ ３０．００ 

実質公債費比率 ７．７ ７．７ ２５．０ ３５．０ 

将来負担比率 ― ― ３５０．０  

資金不足比率 ― ― ２０．００  
（注）資金不足比率については、「経営健全化基準」となります。

実質赤字比率及び連結実質赤字比率の「―」表示は、実質赤字及び連結実質赤字がな

いことを表します。

将来負担比率の「―」表示は、将来負担額を充当可能財源額が上回っていることを表

します。

資金不足比率の「―」表示は、資金不足が生じていないことを表します。

他の数値はいずれも早期健全化基準等を下回るため健全な状況であるといえます。



予算現額に対する

歳　入

32,396,063 32,979,819 30,523,694 101.8

18,064,822 17,761,447 17,322,335 98.3

9,231,602 9,310,641 9,159,456 100.9

1,929,631 1,943,018 1,893,148 100.7

1,069,820 1,129,476 1,043,264 105.6

128,317 119,556 119,359 93.2

4,987,187 4,606,760 4,456,829 92.4

718,265 651,996 650,279 90.8

50,460,885 50,741,266 47,846,029 100.6

国 民 健 康 保 険

平 成 ２ ７ 年 度 

公 共 下 水 道 事 業

一 般 会 計

特 別 会 計

合　　　　計

歳出総額（Ｂ）歳入総額（Ａ）

田原福祉専門学校

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険

予算現額

農業集落排水事業



（単位：千円）

決算額の比率（％） 歳入歳出差引額 翌年度へ繰り越す 実質収支 単年度収支 平成２６年度

歳　出 (Ａ)－(Ｂ)　　(Ｃ) べき財源　（Ｄ） (Ｃ)－(Ｄ) 　 (Ｅ) (Ｅ)－(Ｆ) 実質収支 (Ｆ)

94.2 2,456,125 168,927 2,287,198 678,253 1,608,945

95.9 439,112 0 439,112  202,860 641,972

99.2 151,185 0 151,185  117,678 268,863

98.1 49,870 0 49,870 10,551 39,319

97.5 86,212 0 86,212 28,297 57,915

93.0 197 0 197 196 1

89.4 149,931 0 149,931  120,309 270,240

90.5 1,717 0 1,717  3,917 5,634

94.8 2,895,237 168,927 2,726,310 475,393 2,250,917

 会 計 別 決 算 額



一　般　会　計　歳　入　決　算　額　
（単位：千円）

決　算　額 構成比(％)
対前年度
伸率（％）

決　算　額 構成比(％)

1 市 税 17,902,325 54.3  5.6 18,964,120 58.8

2 地 方 譲 与 税 442,692 1.3 4.6 423,244 1.3

3 利 子 割 交 付 金 21,415 0.1  15.7 25,407 0.1

4 配 当 割 交 付 金 67,218 0.2  15.9 79,882 0.2

5
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

69,282 0.2 33.7 51,805 0.2

6
地 方 消 費 税
交 付 金

1,316,725 4.0 65.2 797,033 2.5

7
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

15,510 0.0  6.9 16,665 0.0

8
自 動 車 取 得 税
交 付 金

169,679 0.5 68.9 100,443 0.3

9 地 方 特 例 交 付 金 25,561 0.1  10.2 28,451 0.1

10 地 方 交 付 税 3,428,882 10.4  10.5 3,833,217 11.9

11
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

12,904 0.0 10.3 11,703 0.0

12
分 担 金 及 び
負 担 金

26,303 0.1  92.8 363,578 1.1

13
使 用 料 及 び
手 数 料

750,653 2.3 70.7 439,832 1.4

14 国 庫 支 出 金 2,441,605 7.4 14.9 2,124,739 6.6

15 県 支 出 金 1,881,356 5.7 22.7 1,532,891 4.8

16 財 産 収 入 121,576 0.4  17.8 147,979 0.5

17 寄 附 金 7,355 0.0 272.4 1,975 0.0

18 繰 入 金 717,149 2.2 52.3 470,898 1.5

19 繰 越 金 1,617,076 4.9  0.7 1,628,342 5.0

20 諸 収 入 750,553 2.3  3.8 779,850 2.4

21 市 債 1,194,000 3.6 189.8 412,000 1.3

32,979,819 100.0 2.3 32,234,054 100.0

32,396,063  1.7 32,948,365

583,756  181.7  714,311

※ 予算現額には、「継続費及び繰越事業費繰越財源充当額」を含む。

平 成 ２ ６ 年 度
区　　　　分

平 成 ２ ７ 年 度

差引（Ａ）－（Ｂ）

予算現額（Ｂ）

歳入合計（Ａ）



一　般　会　計　歳　出　決　算　額　
（単位：千円）

決　算　額 構成比(％)
対前年度
伸率（％）

決　算　額 構成比(％)

1 227,643 0.7 5.3 216,165 0.7

2 3,864,199 12.7  31.8 5,666,573 18.6

3 7,898,127 25.9  3.5 8,184,173 26.9

4 2,316,537 7.6  6.6 2,479,965 8.1

5 22,193 0.1  0.1 22,224 0.1

6 2,810,848 9.2 81.0 1,553,153 5.1

7 868,830 2.8 9.5 793,615 2.6

8 3,956,779 13.0 12.5 3,518,639 11.6

9 1,804,628 5.9 12.9 1,598,475 5.3

10 3,463,504 11.3 19.4 2,901,901 9.5

11 8,699 0.0 皆増 0 0.0

12 3,281,707 10.8  4.3 3,428,467 11.3

13 0 0.0 0.0 0 0.0

14 0 0.0 皆減 53,628 0.2

30,523,694 100.0 0.4 30,416,978 100.0

32,396,063  1.7 32,948,365

1,872,369  26.0 2,531,387

560,681  25.6 753,920

1,311,688  26.2 1,777,467

※ 予算現額には、「継続費及び繰越事業費繰越額」を含む。

土 木 費

農 林 水 産 業 費

教 育 費

商 工 費

労 働 費

衛 生 費

民 生 費

平 成 ２ ７ 年 度 平 成 ２ ６ 年 度
区　　　　分

総 務 費

議 会 費

予算現額（Ｂ）

差引 (Ｂ)－(Ａ)＝(Ｃ)

消 防 費

歳出合計（Ａ）

（Ｃ）の
内　 訳

不用額

翌年度
繰越額

予 備 費

公 債 費

災 害 復 旧 費

諸 支 出 金



（単位：千円）

区　分 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度
前年比
増減

個人市民税 3,567,093 3,467,302 3,711,385 3,728,040 3,586,642 △ 3.8

法人市民税 694,732 883,023 868,074 6,310,784 5,492,085 △ 13.0

市民税 計 4,261,825 4,350,325 4,579,459 10,038,824 9,078,727 △ 9.6

固定資産税 8,873,939 8,320,196 8,080,752 7,757,694 7,652,473 △ 1.4

軽自動車税 157,708 160,518 162,230 164,724 168,570 2.3

市たばこ税 434,857 431,330 496,439 462,892 476,631 3.0

鉱産税 168 201 310 250 220 △ 12.0

特別土地保有税 400 400 476 0 0 -

都市計画税 576,980 533,993 535,028 539,736 525,704 △ 2.6

市税 合計 14,305,877 13,796,963 13,854,694 18,964,120 17,902,325 △ 5.6

市 税 の 推 移



平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

基 準 財 政 需 要 額
（ 一 本 算 定 ）

（千円） 11,123,263 11,587,552 13,816,661

基 準 財 政 収 入 額
（ 一 本 算 定 ）

（千円） 10,677,235 10,592,557 13,487,845

0.96 0.91 0.98

0.96 0.94 0.95

普 通 交 付 税 交 付 額
（ 合 併 算 定 替 ）

（千円） 3,389,642 3,471,874 3,143,687

臨時財政対策債発行可能額 （千円） 904,828 843,346 550,379

標準財政規模（臨時財政
対策債発行可能額含む）

（千円） 18,053,728 18,051,559 21,107,270

実 質 収 支 比 率 （％） 12.8 8.9 10.8

89.0 74.3 77.4

(93.3) (74.3) (79.3)

公 債 費 比 率 （ 単 年 度 ） （％） 7.0 6.2 5.5

積 立 金 現 在 高 （千円） 9,414,333 12,736,795 13,057,024

う ち 財 政 調 整 基 金
現 在 高

（千円） 5,146,132 6,933,329 6,474,080

土 地 開 発 基 金 （千円） 2,764,384 2,806,887 2,803,081

農 地 保 有 合 理 化 基 金 （千円） 100,279 100,339 100,414

地 方 債 現 在 高 （千円） 25,943,221 23,207,034 21,349,638

債 務 負 担 行 為
翌 年 度 以 降 支 出 予 定額

（千円） 13,933,056 14,094,233 12,534,216

財 政 指 数 等

経 常 収 支 比 率 （％）

※ 経常収支比率の括弧内は、減収補てん債及び臨時財政対策債を経常一般財源等から除
　　いた比率です。

区　　　　分

財 政 力 指 数 （ 単 年 度 ）

財 政 力 指 数 （ ３ か 年 平 均 ）



平成26年度末 平成27年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ
Ａ Ｂ 元　　金 利子 計

　 Ｃ Ｄ

政府資金 11,600,878 550,000 1,073,508 124,261 1,197,769 11,077,370

地方公共団体金融機構 389,076 0 49,760 1,777 51,537 339,316

市中金融機関 9,247,238 464,000 1,729,606 83,669 1,813,275 7,981,632

共済等 1,969,842 180,000 198,522 20,604 219,126 1,951,320

23,207,034 1,194,000 3,051,396 230,311 3,281,707 21,349,638

平成26年度末 平成27年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ
Ａ Ｂ 元　　金 利子 計

　 Ｃ Ｄ

政府資金 6,054,781 287,100 368,787 126,844 495,631 5,973,094

地方公共団体金融機構 2,174,657 0 149,887 44,963 194,850 2,024,770

市中金融機関 0 44,600 0 0 0 44,600

8,229,438 331,700 518,674 171,807 690,481 8,042,464

平成26年度末 平成27年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ
Ａ Ｂ 元　　金 利子 計

　 Ｃ Ｄ

政府資金 2,147,196 174,800 102,116 32,377 134,493 2,219,880

地方公共団体金融機構 892,201 0 52,102 19,714 71,816 840,099

市中金融機関 0 10,000 0 0 0 10,000

3,039,397 184,800 154,218 52,091 206,309 3,069,979

平成26年度末 平成27年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ

Ａ Ｂ 元　　金 利子 計

　 Ｃ Ｄ
34,475,869 1,710,500 3,724,288 454,209 4,178,497 32,462,081

計

（単位：千円）

区   分

平成27年度元利償還額

合　計

公共下水道事業特別会計 　（単位：千円）

市債現在高の状況
一般会計 　（単位：千円）

区   分
平成27年度元利償還額

1

2

3

4

計

平成27年度元利償還額

1

2

3

3

2

1

区   分

計

農業集落排水事業特別会計 　（単位：千円）

区   分

平成27年度元利償還額



（H28.3.31現在）

　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円

6,931,101 6,471,852

 有価証券（株式） 2,228 2,228

計 6,933,329 6,474,080

 現金預金 37,233 117,049

 有価証券（債券） 79,903 0

計 117,136 117,049

 緑化推進基金  現金預金 149,799 149,799

 国際交流振興基金  現金預金 197,515 193,587

 大規模事業推進基金  現金預金 2,259,279 3,066,551

 地域福祉基金  現金預金 296,314 296,684

 国民健康保険基金  現金預金 281,074 237,201

 介護保険基金  現金預金 141,989 255,605

 現金預金 486,627 737,399

 有価証券（債券） 279,244 0

計 765,871 737,399

 災害対策基金  現金預金 1,017,552 1,021,876

 市民協働まちづくり基金  現金預金 1,000,000 1,000,000

6,226,529 7,075,751

　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円

1,604,133 970,141

 田原市土地開
 発公社貸付金

453,440 1,065,983

 土地 749,305 766,952

計 2,806,878 2,803,076

 現金預金 100,339 100,414

 土地 0 0

計 100,339 100,414

2,907,217 2,903,490

＊有価証券（株式・債券）は、取得価格で表す。

決算年度末現在高

定
額
運
用
基
金

 土地開発基金

 現金預金
△ 633,992

612,543

17,647

△ 3,802

 農地保有合理化基金

75

0

75

合　計 △ 3,727

0

合　計 849,222

 区          分 前年度末現在高 決算年度中増減高

4,324

特

定

目

的

基

金

 教育文化振興基金

79,816

△ 79,903

△ 87

0

△ 3,928

807,272

370

△ 43,873

113,616

 臨海緑化基金

250,772

△ 279,244

△ 28,472

 財政調整基金

 現金預金
△ 459,249

0

△ 459,249

基金現在高の状況

 区          分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高


